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・近未来技術の社会実装やスーパー・メガリージョン※の効果を引き出す都市再生プ
ロジェクトを進める。

※リニア中央新幹線の開業を見据え、三大都市圏がそれぞれの持つ個性をさらに際立たせ、一体化することによりイノベーション
を起こす世界最大の圏域

我が国の国際競争力を強化し、経済成長を促進するため、高規格幹線道路、整備新
幹線、リニア中央新幹線などの高速交通ネットワーク、国際拠点空港、国際コンテ
ナ・バルク戦略港湾等の早期整備・活用を通じた産業インフラの機能強化を図るとと
もに、「賢く投資・賢く使う」戦略的インフラマネジメントやコンパクト・プラス・
ネットワークの取組を進め、生産性向上や民間投資の喚起等のインフラのストック効
果が最大限発揮される取組を進める。（後略）
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○第２ 具体的施策
［３］「行政」「インフラ」が変わる

２．次世代インフラ・メンテナンス・システムの構築等インフラ管理の高度化
（３）新たに講ずべき具体的施策

ⅱ）交通・物流に関する地域の社会課題の解決と都市の競争力の向上

○第２ 具体的施策
［３］「行政」「インフラ」が変わる

２．次世代インフラ・メンテナンス・システムの構築等インフラ管理の高度化
（２）政策課題と施策の目標

「未来投資戦略2018」抜粋（平成30年6月15日閣議決定）



（前略）近未来技術の社会実装やスーパー・メガリージョン※の効果を引き出す都市
再生プロジェクトを進める。 （後略）
※リニア中央新幹線の開業を見据え、三大都市圏がそれぞれの持つ個性をさらに際立たせ、一体化することによりイノベーション

を起こす世界最大の圏域

「社会資本整備重点計画」等に基づき、成長力を強化する分野に社会資本整備を戦
略的に重点化し、安定的・持続的な公共投資を推進する。2020 年東京オリンピッ
ク・パラリンピック後の成長の基盤として、大都市圏環状道路、国際戦略港湾、国際
拠点空港などを整備するとともに、広域的な高速交通ネットワーク※の早期整備・活
用を通じた内外の人流や物流の拡大を図る。その際、ストック効果が高く採算性も確
実と見込まれるプロジェクトには、民間資金や財政投融資の適切な活用も検討する。
産業投資については、その活用・管理手法を検討し、政策投資銀行等を活用してリス
クマネー供給の強化を図る。
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※高規格幹線道路、整備新幹線、リニア中央新幹線等を含む。リニア中央新幹線については、財政投融資の活用により、全線開業
の最大８年間前倒しを図ることとなった。建設主体が全線の駅・ルートの公表に向けた準備を進められるよう、必要な連携、協
力を行う。また、新大阪駅について、リニア中央新幹線、北陸新幹線（詳細ルート調査中）等との乗継利便性の観点から、結節
機能強化や容量制約の解消を図るため、民間プロジェクトの組成など事業スキームを検討し、新幹線ネットワークの充実を図る。

○第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組
５．重要課題への取組
（２）投資とイノベーションの促進

③ 成長力を強化する公的投資への重点化

○第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組
６．地方創生の推進

（３）まちづくりとまちの活性化

「経済財政運営と改革の基本方針2018」抜粋（平成30年6月15日閣議決定）



我が国の持続的な経済成長を支える社会資本整備

3※赤線部は国土政策局において加工

平成30年第4回経済財政諮問会議（平成30年4月12日） 石井臨時議員提出資料（抜粋）


